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7月の祝日といえば「海の日」です。内閣府によると、海の恩恵に感謝するとともに海洋国日本の繁栄を願う日だということです。 

掲載内容に関してご不明点等があれば、お気軽に当法人までお問い合わせください。 

参考：国税庁HP「消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関するＱ＆Ａ」他 
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/qa_01..htm 

　●社会保険の算定基礎届の提出（～7月10日）
　●所得税の予定納税額の減額申請（～7月18日）
　●源泉所得税・復興特別所得税・住民税特別徴収分の納期限（6月分）
　●源泉所得税の納期の特例の適用を受けている場合の源泉所得税の納期限（1～6月分）
　●労働保険の年度更新期限（6月1日～）
　●継続・有期事業概算保険料延納額の支払（第1期分）※口座振替を利用しない場合
　●社会保険の算定基礎届の提出期限（7月1日～）
　●5月決算法人の申告・納税、11月決算法人の予定納税申告・納付期限
　（全事業年度の法人税額が20万超、直前の課税期間の消費税年税額が48万超400万以下）

　●2月・8月・11月決算法人の消費税予定納税申告・納付期限
　（直前の課税期間の消費税年税額が400万円超4,800万円以下）
　●所得税の予定納税額の納付（第1期）期限

7月1日(土)

7月10日(月)

7月31日(月)
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従業員へ支給する通勤手当。インボイス制度がスタートすると、どう処理をするのでしょうか。 

Q＆A形式で確認します。 

 

Ｑ． 

弊社は消費税の課税事業者で、一般課税によって、納付

すべき消費税額を計算しています。そのためインボイス制

度がスタートすると、仕入税額控除を適用するために適格

請求書等（以下、インボイス）の交付を受けて保存しなけ

ればなりません。 

ところで、弊社は従業員等に対して毎月の給与に加算し

て、通勤手当を支給しています。この通勤手当に係る消費

税は、現状、全額課税仕入れとして取扱っています。イン

ボイス制度開始後も課税仕入れとするためには、インボイ

スの交付を受ける必要があると思いますが、従業員等から

は難しいと思います。どうしたらよいのでしょうか？ 

通勤手当とインボイス 

  給与に加算をして支給する通勤手当に係る税の取扱いは､

次のとおりです。 

（1）所得税の取扱い 

給与に加算して支給する場合、一定額まで所得税が非課

税となります。 

（2）消費税の取扱い 

  通勤手当のうち‶通勤に通常必要と認められる部分の金

額″は、課税仕入れとして取扱います。この場合の「通勤

に通常必要と認められる部分」とは、所得税が非課税とな

る一定額かは問われていません。通勤をするために通常必 

 ◆A-1． 通勤手当に係る税の取扱い◆ 

 ◆A-2． 通勤手当と仕入税額控除◆  

 通勤手当については、ご懸念のとおりインボイスの交付を

受けることが困難です。このような交付を受けることが困難

な一定の取引については、インボイスの保存は不要で、一定

の事項を記載した帳簿の保存のみで仕入税額控除が認められ

ます。 

 通勤手当における一定の記載事項は、次のとおりです。 

 通常必要な記載事項に加えて記載することとなる「出張旅

費等特例」とは、従業員等に支給する通常必要と認められる

出張旅費等（出張旅費、宿泊費、日当及び通勤手当）を指し

ます。この出張旅費等は、帳簿の保存のみで仕入税額控除が

認められる取引です。 

要であれば、たとえ一定額を超えたとしても、課税仕入れと

して取扱います。 

　① 相手方の氏名又は名称

　② 取引年月日

　③ 取引の内容

　④ 支払対価の額

　⑤ 出張旅費等特例に該当する旨

通常必要な
記載事項
（①～④）

このように通勤手当に係る消費税の取扱いは、基本的には

従来どおりと考えて問題ありませんが、帳簿に「出張旅費等

特例」などと該当する旨の記載を忘れないようにしましょ

う。 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/qa_01..htm
https://tax-aozora.com
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参考：国税庁HPタックスアンサー 
「No.2505 源泉所得税及び復興特別所得税の納付期限と納期の特例」
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/gensen/2505.htm 他 
 

 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１． 所得税の予定納税額の減額申請…7月は所得税（復興特別所得税を含む）の予定納税額の納付月となりますが、予定納税の義 
務のある人で、その年の申告納税見積額が予定納税基準額に満たないと見込まれる場合には、予定納税額の減額に係る承認を 

申請することができます。予定納税基準額とは、税務署が計算をして事前に通知する予定納税額をいい、予定納税基準額が 

15万円以上になる場合に、予定納税が必要となります。この予定納税基準額は、所得税及び復興特別所得税の合計額で計算さ 

れています。 

２． 労働者死傷病（軽度）報告の提出…従業員が業務上の事故・疾病で1日から3日休業した場合は、四半期ごとにまとめて所轄の 
労働基準監督署に届け出ます。7月末までに4月から6月分の報告を行いますが、休業が4日以上になった場合はその都度報告し 

なければいけません。 

３．国民年金保険料免除・納付猶予制度の申請…保険料免除・納付猶予が承認される期間は、原則として申請日にかかわらず、7月

から翌年6月まで（申請日が1月から6月までの場合は、前年7月から6月まで）の期間を審査し決定されます。 

４．健康保険・厚生年金の「被保険者報酬月額算定基礎届」提出…7月1日現在の従業員（提出すべき被保険者全員）の4月から6月 

  の報酬月額を「算定基礎届」により提出します。今年の提出期間は、7月1日から7月10日までです。 

５．熱中症対策…この時季になると、屋外作業等で熱中症が発生しやすくなります。具体的な熱中症対策について、総務省消防庁 

   や環境省の情報も参考にして対策を行いましょう。 

６．夏季休暇にまつわる諸業務…夏季休暇を実施する企業は、事前に取引先に日程の通知をすると同時に、先方の休暇の有無（あ 

  る場合は日程）の把握をしておきましょう。また、社内全体で一斉に休暇を取る場合は、主に次の対策をとっておきましょう。

  ◆防犯・防火対策 → 専門業者に依頼するのか、社内で当番を組むのか等の対策をしましょう。 

  ◆郵便など配達物の扱い → 郵便局には休暇中の郵便物の配達を休止し、休暇明けに一括で受け取ることができるサービス 

   を受けるための所定の届出用紙があります。今までにこのサービスを受けたことがない場合は、最寄りの郵便局へ問い合わ 

   せてみましょう。 

  ◆休暇中に出勤する社員の把握 ◆社員の休暇中の連絡先の把握 → 緊急連絡に備えておきましょう。 （出典：MyKomon） 

お 仕 事 備 忘 録 

(1) 予定納税とは 

 予定納税とは、その年の前年分の所得金額や税額を基に計算し

た予定納税基準額が15万円以上である場合に、その年の6月中

旬に税務署から送付された通知（電子交付の場合はe-Taxによる

通知）に基づき、その年の復興特別所得税を含めた所得税（以下､

所得税等）の一部を納付する制度です。 

(2) 予定納税額の納付 

 予定納税額は原則として2回、通知書に記載された税額を納め

ます。1回あたりは、予定納税基準額の3分の1相当額です。 

 第1期分は、7月中に納めます。振替納税をご利用の場合は、

7月31日に自動引き落としとなるため、口座残高にご注意くだ

さい。 

(3) 予定納税額の減額 

 廃業や休業または業況不振などにより、6月30日の現況によ

る令和5年分の所得税等を見積ったときに、通知された予定納税

基準額よりも少なくなると見込まれる場合は、7月18日までに

申請を行い、承認されると第1期分から予定納税額が減額されま

す。 

 ◆源泉所得税の納期の特例◆  

 この特例の適用対象となるのは、給与や退職金、税理士

などへの一定の報酬から源泉徴収した所得税等に限られま

す。そのため配当等に対する源泉徴収はこの対象から外れ､

原則どおり、支払った月の翌月10日までに納めなければ

なりません。 

 特例による納付は年2回となるため、毎月納付よりも手

続の手間は軽減されますが、一方で納付のし忘れや、半年

分の納付となることで資金繰りの管理が必要となります。 

 特に6月は住民税について、普通徴収は第1期分の納付

期限が到来したり、特別徴収分で納期の特例の承認を受け

ている場合は、半年分の納付をしたりする時期です。これ

らの納付によって7月の手元資金が少なくなっている場合

は、資金繰りの管理にお気をつけください。 

納付のし忘れや資金繰りに注意 
～所得税の予定納税と源泉所得税の納期の特例～ 

7月は所得税の予定納税や、源泉所得税の納期の特例の納付時期です。納付のし忘れや、資金繰りに注意しましょう。 

 ◆所得税の予定納税◆  
  源泉徴収した所得税等は、原則、支払った月の翌月10日

までに納めます。ただし、給与の支給人員が常時10人未満

の場合は、申請を行い承認されると、次のように年2回の

納付とすることができる特例があります。 

【対象期間と法定納期限】 

この見積を行うには、計算の基礎となる資料が必要です。早期

の帳簿作成が肝要となりますので、ご留意ください。 

対象期間  法定納期限

 1月から6月までの源泉徴収分  7月10日

 7月から12月までの源泉徴収分  翌年1月20日

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/gensen/2505.htm

